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　　　　　健全化判断比率などの状況（平成27年度決算）　　　　　健全化判断比率などの状況（平成27年度決算）チェック！！

　平成27年４月１日から平成28年３月31日までの１年間の歳入、歳出の状況をお知らせします。
　皆さんからの税金や国・県からの補助金などは、南島原市の生活環境をより良くするためにさまざまな形で
使われています。

146億6,412万円
地方自治体が全国水準の行政を
行えるように交付されたもの

地方交付税 43%

12億3,892万円
国または県が徴収した税金から
一定割合で譲与されたもの　

地方譲与税等 4%

39億4,060万円
事業を行うために借りたもの

市債 11%

61億5,786万円
国・県が認める事業費に対し、国・県から交付されたもの

国・県支出金 18%

45億4,696万円
職員や特別職の給与、議員や各種
委員の報酬などに要する経費

人件費 14%

55億7,110万円
児童手当や医療費、生活保護な
どに要する経費

扶助費 17%

57億8,703万円
道路や学校などの公共施設の建設
整備などのために借り入れた借金
の返済に要する経費

公債費 18%

11億7,608万円
基金への積み立てなどに要する経費

投資および出資金・
貸付金、積立金 4%

42億7,621万円
国民健康保険や後期高齢者医療、水道事業など
特別会計への繰り出しに要する経費

繰出金 13%

21億6,695万円
前年度から繰り越しされたもの

繰越金 6%

7億1,600万円
事業実施にあたり受益者から徴収
するもの、使用料や証明書などを
交付する際の手数料など

分担金、使用料および
手数料など 2%

19億7,130万円
繰入金、財産収入、寄付金、諸収
入など

その他 6%

35億6,673万円
市民税、固定資産税、軽自動車税
など

市税 10%

44億8,991万円
道路、学校、海岸保全などの建設
に要する経費
自然災害などにより被災した施設
などの復旧に要する経費　

普通建設事業費
災害復旧事業費 14%

32億4,302万円
各事業や団体への補助金・負担金
に要する経費

補助費等 10%

31億3,099万円
市の施設の維持、補修などに要す
る経費

物件費・維持補修費 10%

依存財源（76%）依存財源（76%）依存財源（76%）
260億150万円260億150万円260億150万円

自主財源（24%）自主財源（24%）自主財源（24%）
84億2,098万円84億2,098万円84億2,098万円

義務的経費（49%）義務的経費（49%）
159億509万円159億509万円

投資的経費（14%）
44億8,991万円
投資的経費（14%）
44億8,991万円

消費的経費（20％）
63億7,401万円
消費的経費（20％）
63億7,401万円

その他の経費（17%）
54億5,229万円
その他の経費（17%）
54億5,229万円

歳出総額 322億2,130万円

歳入歳出差引額  22億118万円

歳入総額 344億2,248万円

　財政悪化がすすむ県や市町村の財政破たん（倒産）を未然に防ぐため、財政健全化法において、毎年度決算の際に財政の早期健全化や再生の必
要性を判断するために、財政状況を客観的に表し、監査委員の審査を受け議会に報告し、公表しています。
　南島原市の数値は、昨年と同様、いずれも国の定める基準を下回っており、健全な財政運営がなされていることを示していますが、各比率が悪
化して国の基準を超えないよう、これからも「行政改革大綱」や「集中改革プラン」に基づき、行財政改革を推進していきます。
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※１「早期健全化基準」、　※２「経営健全化基準」とは…国が示す基準で、これを超えてしまうと議会の議決を経て財政健全化計画を定め、財
政の健全化に向けて計画的に取り組まなければなりません。

※３「財政再生基準」とは…国が示す基準で、これを超えてしまうと議会の議決を経て財政再生計画を定めるとともに、国（総務大臣）が認め
ない事業はできなくなってしまうなど、国の指導のもとで財政再生を行うことになります。　

　一般会計等の実質的な赤字額が、標準的な収入
に対してどれくらいの割合になるかを示します。

実質赤字比率

　全会計の実質的な赤字額が、標準的な収入に対
してどれくらいの割合になるかを示します。

連結実質赤字比率

　南島原市の実質的な借入金の返済額が、標準的な収
入に対してどれくらいの割合になるかを示します。

実質公債費比率

　南島原市が抱える実質的な負債の残高が、標準的な
収入に対してどれくらいの割合になるかを示します。

　各公営企業の資金不足額が、事業の規模
に対してどれくらいの割合になるかを示し
ます。

将来負担比率
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■資金不足比率

　健全化判断比率には、次の４つの指標が
あります。

■南島原市の健全化判断比率

経営健全化基準経営健全化基準

※１ ※３

※２

〈主な事業〉
●テレビ放送などのＰＲ事業……………６,０５８万円
●「広報みなみしまばら」発行事業………………１,２２７万円
●観光情報発信事業……………………………… ７２９万円

〈主な事業〉
●有害鳥獣被害防止対策事業………………１億１,３３０万円
●中山間地域等直接支払交付金事業……………９,８２２万円
●子育て支援センター機能強化事業……………８,６４４万円
●防災行政無線情報配信システム等整備事業…６,８３８万円
●企業立地事業……………………………………３,４５３万円

〈主な事業〉
●保育所運営・活動支援事業……………２１億７,２７７万円
●放課後児童クラブ事業…………………………１億 ２９万円
●農業後継者育成事業……………………………５,８１２万円
●特別支援教育推進事業…………………………２,８９８万円
●語学指導外国青年招致事業……………………２,７０８万円
●こども医療支援事業……………………………２,３３７万円

〈主な事業〉
●指定文化財等保存整備事業………………１億５,４２６万円
　（日野江城跡、原城跡）
●口ノ津港再整備事業……………………………４,７３１万円
●世界遺産登録活動推進事業……………………４,２６７万円
●市民イベント開催事業…………………………３,１０１万円
●観光地等周辺整備事業…………………………２,４６３万円

※主な事業の一部を掲載しています。

※この内、繰越事業の財源2億2,966万円を除いた額
　19億7,152万円が翌年度繰越額となります。

平成27年度 決 算 の 状 況平成27年度 市のお金は以下の事業などに使いました

問 財政課 ☎０５０（３３８１）５１２１①「伝える」プロジェクト事業　【９,０８５万円】
情報発信により、地域資源の知名度やブランド力を高め、
本市の魅力を市内外へアピールすることを目的としたプロ
ジェクト

③「守る」プロジェクト事業  【５億２,４０５万円】
生命や生活、暮らしなど、市民生活に関連するさまざまな
環境を守ることにより、安全安心に暮らすことができるま
ちづくりを目指すプロジェクト

④「育てる」プロジェクト事業  【25億７,２８８万円】
将来を支える子どもたちの健やかな成長や地場産業の活性
化を推進するとともに、それらを支える市役所の改革を推
進するプロジェクト

②「ふれあう」プロジェクト事業　【４億６２１万円】
本市の歴史や文化、自然環境などの地域資源を活用し、世
代や地域を超えた交流を促進することにより、にぎわいあ
ふれる活力のあるまちづくりを目指すプロジェクト


